
まち・ひと・しごと創生
×

地域コミュニティ政策

令和元年７月２９日（月）

福岡県企画・地域振興部市町村支援課

紙谷 彰一



経済財政運営と改革の基本方針２０１９

○ 誰もが活躍でき、安心して暮らせる社会づくり

○ 地方創生の最重要課題は、東京一極集中の是正、地方への新たな人の流れ創出

内閣府HPより
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まち・ひと・しごと創生（地方創生）①

○ 平成２６年１１月２８日公布のまち・ひと・しごと創生法に基づき、国はまち・ひと・しごと創生総合戦略を、
都道府県、市町村はこれを勘案して地方版総合戦略を策定、実行することを求められている。

内閣府HPより
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まち・ひと・しごと創生（地方創生）②

○ 平成２６年１２月に策定された５か年の第１期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、令和元年度末をもって終了。

○ 「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１８（平成３０年６月１５日閣議決定）」において、
令和２年度から始まる５か年の第２期総合戦略の策定が示された。

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定に関する有識者会議（第１回・平成３１年３月１１日）より
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まち・ひと・しごと創生×地域コミュニティ政策①

○ まち・ひと・しごと創生基本方針２０１９（本年６月２１日閣議決定）において、第２期総合戦略の方向性が示された。

・ 「地方へのひとの流れをつくる」の取組の強化

・ 「誰もが活躍する地域社会をつくる」観点が追加

令和元年７月２日 地方創生に関する都道府県・指定都市担当課長説明会資料より

しごとづくりに
重点

ひとの流れ、
まちづくりへの

シフト

第１期

第２期

・雇用関係目標値は
順調に推移

・東京一極集中は
継続・拡大

KPI推移
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基本方針２０１９



まち・ひと・しごと創生×地域コミュニティ政策②

○ まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けられる政策については、地方版総合戦略に位置付けることで各種支援が期待。

（例）地方創生推進交付金、地方創生拠点整備交付金、税制上の特例、アドバイザー派遣 等

○ 令和２年度における主要事項中、特にコミュニティ政策と親和性の高いものとして、「交流を支え、生み出す地域づくり」等がある。

令和元年７月２日 地方創生に関する都道府県・指定都市担当課長説明会資料より

地方版総合戦略
に記載

国の各種支援

詳細は、
８月下旬
・令和２年度予算概算要求
１２月下旬
・政府予算案
・第２期まち・ひと・しごと創生
総合戦略
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基本方針２０１９



地域コミュニティ政策へのヒント

○ まち・ひと・しごと創生基本方針２０１９において、「全世代・全員活躍まちづくり」として地域コミュニティ政策がクローズアップ。

○ 今後、都道府県ごとに広域アドバイザーの養成が予定されている。

○ この他の支援措置等は、８月の概算要求、１２月の政府まち・ひと・しごと創生総合戦略を参照。

令和元年７月２日 地方創生に関する都道府県・指定都市担当課長説明会資料より
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県におけるコミュニティ活性化の取組み

○ 福岡県は「地域コミュニティ活性化支援事業実施要綱」を策定し、これに基づく次の事業を展開。

市町村職員を対象に、地域コ
ミュニティの活性化に取り組む上
で必要となる知識やノウハウの
取得のため、成功事例を用いた
ケーススタディ等によるワーク
ショップ形式の研修会を開催

第１回：本日

第２回：１０月開催予定

第３回：１１月下旬開催予定

県内の地域コミュニティにおける先進的な活動事例等を掲載する情報
誌を年２回発行し、活動への動機付け等を行う。

・目的：小さな拠点の形成に取り組む地
域住民等に対して、取組に必要な経費
に係る補助金を交付

・対象経費：地域運営組織等が小さな
拠点の形成のために行う地域将来計画
の策定のための事業に係る経費
※謝金、旅費、需用費、役務費、
委託料等

・補助率：１／２以内（上限１，０００千
円）※市町村が他経費を負担することも
可能

・実施主体：地域運営組織等

・対象地域：過疎、振興山村、特定農山
村、離島、辺地のいずれかを含む地域

・申請期限：８月１６日（金）

自治会等地域コミュニティの役
員等及び市町村の担当職員を
対象に、活動事例の報告会及
びワークショップ形式の交流会
を開催

令和２年２月頃開催予定

地域コミュニティ活性化
市町村職員研修会

地域コミュニティ活性化
活動事例報告会

地域コミュニティ活性化情報誌「きずな」

小さな拠点形成促進事業
補助金
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県と市町村の協働による地域コミュニティ活性化を目指す。

新


